
6 - 1 

第６章 先方からの要請内容 

 

6.1 要請の背景 

無償資金協力による要請は、ヴィエトナム政府より 1995 年と 1997 年の 2 回にわ

たって行われている。1995 年の要請は、わが国政府もハノイ市の廃棄物処理の現状

も計画も不明な段階であったので、その後実施中の JICA 開発調査の中において、

この点を考慮して、「プレ F/S スタディ：ナムソン埋立第 2 期及び中継基地システ

ム」として取りまとめた。報告書の提出は、2000 年 7月であったが、第 2 回要請は、

調査の内容をある程度取り入れることで、その以前になされていた。 

以上の経緯から、2 回の要請は今回の調査によって、1997 年の要請に１本化した

ものと理解でき、ハノイ市の方でもこの点を了承している。 

 

 

6.2 要請内容 

ヴィエトナム政府からの要請内容(1997 年)は、次の通りである。 

 

 

表 6-1 無償資金協力の要請（その１） 
No 項目 内容 

１ 要請日 1997 年 10 月 27 日 

２ 応募 ヴィエトナム社会主義共和国政府 

３ プロジェクト名 Urgent Equipment Supply for Waste Management Project 
in Hanoi City 

４ セクター 環境マネジメント 

５ プロジェクトタイプ 機材供与 

６ 目標サイト ヴィエトナム国ハノイ市 

７ 要請金額 1,312 百万 JPN 

８ 実施目標年度 調査：1997 年度（平成 9 年度） 

実施：1998 年度（平成 10 年度） 

９ 実施機関 責任機関：HPC内 TUPWS 

実施機関：URENCO 

10 実施機関の概要 別途説明 

11 要請の背景 別途説明 

12 政府発展計画等との

関係 
ヴィエトナム政府の国家発展計画との関係：なし 

セクターの全体計画との関係：なし 
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表 6-1 無償資金協力の要請（その２） 
No 項目 内容 

13 目標 (1) 本緊急プロジェクトの目標：固形廃棄物管理 

(2) 短期目標：市内の固形廃棄物の約 90％を収集 

(3) 中長期目標：固形廃棄物を合理的に管理することで、ハ

ノイ市の環境を向上する。 

・ ハノイ市の固形廃棄物の分類、収集、運搬を合理的に管

理する。 

・ URENCOの管理能力を改善する。 

・ 新たな収集、運搬、処理システムを導入・管理すること

で、技術スタッフの訓練を行う。 

14 要請プロジェクトの

内容 
別途説明 

15 プロジェクトのベネ

フィットと効果 
(1) 本プロジェクトでベネフィットを受ける地域：ハノイ市

（927.50ｋｍ２）の全域 

(2) 本プロジェクトでベネフィットを受ける人口： 

・ ハノイ市の約 3 百万人の住民 

・ ハノイ市への約 30 万‐40 万人の一時的住民や訪問者 

(3) 本プロジェクトによる社会的、経済的効果： 

・ 本プロジェクトが日本の無償資金協力で実現すると、ヴ

ィエトナム国の中央、地方政府の負担が軽減される。と

りわけ、ハノイ市の 3 百万の住民は新鮮な環境のもと生

活を楽しむことが出来る。URENCOは熟練した技術者

を充足できる。 

・ 本プロジェクトで推進する固形廃棄物管理の健全なシ

ステムは、他の省や町にとってよい例となる。 

16 本プロジェクトに対

する他ドナーへの要

請 

なし 

17 同じ関連分野に対す

る第 3 国や国際機関

の援助 

なし 

18 その他の特記事項 なし 

 

 

 

本予備調査の協議において、HPC から改めて詳細な項目の入った要請がなされた

（Ｍ／Ｄの ANNEXⅡ参照）。先方の要請内容を比較するために、次の表を作成した。

Ｂ／Ｄ調査において実際に必要性について精査が必要である。 
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表 6-2 要請内容の比較 
項目 1997 年要請 今回要請 目的 

コンパクタートラック 20 台（2.5 トン） 17 台（2.5 トン） 収集用 

コンパクタートラック 40 台（5 トン） 73 台(5 トン) 収集用 

収集容器  5000 個(0.24m3) 収集用 

トレーラートラック 6 台（30m3）  運搬用 

コンパクター 1 台（237Hp）  運搬用 

ダンプトラック  45 台（11 トン） 運搬用 

トラックスケール 1 台(20 トン) 1 台(30 トン) 中継基地 

ホィールローダー 2 台（2.7m3） 3 台 中継基地 

タンクローリー  1 台 中継基地(浸出水運搬) 

洗車装置  ２基 中継基地 

車両機材整備ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ  １ロット 中継基地 

ダンプトラック  1 台(2.5 トン) 中継基地 

その他の付属品  １式 中継基地 

コンパクター  ３台 埋立地 

エクスカベーター  ２台 埋立地 

ダンプトラック  ５台(７-10 トン) 埋立地 

ブルドーザー  2 台 埋立地 

環境モニタリング機器  1 式 埋立地 

スィーパー 4 台(3.3m3) ３台 道路清掃 

バキュームトラック 2 台（5.5m3） 2 台 し尿運搬 

ワークショップ機材 1 式 1 式 ワークショップ 

スペアパーツ 1 式 1 式 ワークショップ 

 

 

6.3 有償資金協力、技術協力の要請概要 

本件は、基本的に機材無償案件であり、その範囲内で必要な機材を整備し事業の

効率化を図るものである。従って、事業が大規模となり、有償資金協力が必要とな

る事態は考慮していない。また、今回の予備調査において、特に技術協力に関する

要請はなかった。 

しかしながら、技術協力については、以下の研修を行うことは有用と考えられる

ので、Ｂ／Ｄ調査において、これらの必要性を先方に説明することが重要であると

考えられる。 

・ゴミの収集効率の向上 

・中継基地の維持管理 

・最終処分場の維持管理 

・URENCO の組織強化 

・廃棄物管理の財務改善 等 

 



6 - 4 

6.4 要請内容の確認結果 

今回の現地調査においては、その他に以下のことが論議された。 

・ URENCO との協議において、今回調査時までの情勢の変化などを考慮し、

現在の状況に沿った要請が先方より示された。その内容は表６�２のとおり

である。 

・ 中継基地における圧縮機や選別記の要請もあったが、日本側では、中継基地

について現在用地の確定もされず、今後用地収用までのプロセスを考えると、

完成までに相当な時間がかかるものと予想され、本件に入れることは極めて

困難であると説明した。 

・ また、ナムソン最終処分場においても、第 7 セクション（10 ヘクタール）

を日本技術のモデル事業として実施してほしいとの要請がなされたが、日本

側は無償資金協力の趣旨から、モデル事業はなじまないし、モニタリング機

器等の機材の供与は考慮するが、建設は基本的にヴィエトナム国側の事業で

あると説明した。 

 

6.5 プロジェクトの目標 

JICA 開発調査の報告書によると、廃棄物管理（SWM）のスローガン、原則、目

標を次のように設定している。 

(1) スローガン 

・ 「より良いより多くのサービスをより高い効率で提供する」 

(2) 原則 

・ ゴミの収集、運搬、処分に関して費用効果が高く、環境面でも優れた方法を

適用する。 

・ 都市化された地域では全ての住民にゴミ収集サービスを提供する。（人口ベ

ースの収集車を 100％にする。） 

・ 料金収入によるコストリカバリーを高める。 

・ 廃棄物管理責任をそれぞれの市街区（行政）に移管する。市街区の廃棄物管

理能力を強化する。 

・ 民営化を促進する。 

・ 産業廃棄物の排出者の管理責任を明確化、強化する。 

(3) 目標 

・ 2007 年までに都市化された全地域の住民にゴミ収集サービスを提供する。 

・ 2004 年にナムソン最終処分場において衛生埋立を開始する。 

・ 制度改革、集金方法の改善により 2002 年までに収集運搬の効率を上げる。 

・ 2005 年までに 100％のコストリカバリーを達成する。 
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ところで、これらの目標は、あくまで JICA 開発調査で中長期を目途に設定され

たものであり、本無償案件とは必ずしも一致するものではない。そこで、本件の目

標との間の考えの違いを明確にするために、次のように目標を設定する。 

 

表 6-3 本件の目標設定 
分野 現状 改善の方向 目標の設定 

収集 ・ ゴミ発生量の約

75％を収集 

・ 夜間、毎日収集 

・ 収集率を現状より向

上する。 

・ 収集経費を削減す

る。 

・ 収集率を 95％（2010 年）に向

上する。 

・ 中長期的に経費削減をはかり、

収集作業の労働環境を改善す

る。 

中継基

地 
・ 現在は存在しな

い。 
・ ヴ政府の責任で F/S

を実施する。 

・ 施設計画を日本側に

示す。 

・ B/D調査までに計画を確定す

る。 

運搬 ・ 市内からナムソ

ンまでの長距離

を運搬してい

る。 

・ 全量を運搬でき

る能力がない。 

・ 運搬能力を向上す

る。 

・ 運搬中の環境影響を

考慮する。 

・ 収集ゴミの全量運搬を計る（中

継基地完成後）。 

・ 中継基地稼動までも、全量運送

の体制を確立する。 

ワーク

ショッ

プ 

・ 旧 WS を使用中。 

・ 新 WS を建設中。 

・ WS を効率的に経営

する。 
・ WS の業務量を確定し、その効

率化を計る。 

・  

処分 ・ ナムソン処分場

で全量を処分 

・ 2020 年までの処

分場を確保 

・ 収集ゴミ全量を衛生

的に処分する。 

・ 浸出水を適正に処理

する。 

・ 収集ゴミ全量を適切に処分す

る。 

・ 浸出水処理プラントは、ヴ側で

建設・運転する。 

制度 ・ URENCOは市

街 7 区に収集サ

ービスを実施。 

・ サービスの質を向上

する。 
・ 中長期的には、人員を削減し、

事業の効率化を図る。 

・  

財政 ・ 約 75％が HPC
からの補助金を

受けている。 

・ ゴミ料金が低く

設定され、が、

徴収率は低い。 

・ 段階的に補助金を減

少する。 

・ ゴミ料金とその収集

率を徐々に上げてゆ

く。 

・ 中長期的には、事業費用をゴミ

料金で賄う体制を確立する。 

 

ここに示した目標は、概念的なものであるので、これを数量化し、表 6-4 に示す。 

収集が必要なゴミの量の予測値(A)、予備調査で試算した現有の機材を更新しなか

った場合の収集能力の予測値(B)、及び、改善により追加する必要のある収集能力

((C)：A-B)について表 6-4 に表す。 

 



6 - 6 

表 6-4 ゴミ収集量と必要量 
年 ゴミ収集目標量

（t/d）：(A) 
現有能力の予測値

（試算）(t/d)：(B) 
必要能力(t/d) ：(C) 

(C)=(A)�(B) 

2000 1,039 920 119 

2001 1,120 871 249 

2002 1,207 802 405 

2003 1,300 736 564 

2004 1,399 642 757 

2005 1,505 551 954 

2006 1,616 466 1,150 

2007 1,734 401 1,333 

2008 1,858 322 1,536 

2009 1,992 240 1,752 

2010 2,133 144 1,989 
 

注）上記表について 

・ 既存資料から、予備調査団が仮定的に試算したものであり、正式ベースでの

予測値ではない。 

・ (A)については、表 4-3 のゴミ収集目標量を使用した。 

・ (B)については、現有能力が更新されず、以下に仮定する年次別稼働率表に

基づき、稼働しているものと仮定したもの。 

(B)=（各車両の積載量）×（２トリップ）×（稼働率）で表される。 

 

年次別稼働率(%) 

仮定： 

・ 20 年間使用し、２１年目以降は稼働率０とする（稼働率は逓減）。 

・ 表３�４の稼働年を１年目とし、稼働率 98%とする。稼働率は低減していく

ものとする。例えば 1986 年に購入した MRT99Zは 2000 年の稼働率は 50%

となる。 

使用年 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

稼働率 98 97 95 93 92 90 87 83 80 77 

使用年 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 

稼働率 73 70 63 57 50 43 37 30 20 10 

注）現地調査より推定。 



7 - 1 

第７章 提言 

7.1 提言 

7.1.1 協力にあたって必要な合意事項 

外務省・JICAでは、「廃棄物処理に関する無償資金協力実施に係るガイドライン」

を作成した。このガイドラインに基づくと、本件の無償資金協力にあたり、次の事

項をヴィエトナム側と合意しなければならない。なお、本予備調査で確認された内

容・状況についても各項目ごとに記述しているが、B/D 調査を実施するにあたって

は、合意されているものも再確認することとされたい。 

 

1) 当該無償案件がわが国または同等の開発調査をもとに要請されたもの 

→1997 年から JICA 開発調査プレ F/S が実施され、それをもとにして本件

が要請されている。 

 

2) 地球環境への貢献、循環型社会形成の一環として、ヴィエトナム政府の資

源化・減量化などの環境対策や資源循環の方針が明確であること。 

→先方の中長期計画において、環境対策に関する方針が明確化されている。 

また、コンポストプラントの建設や、カナダ CIDA が協力した

WASTE-ECON プログラムにおいても持続的な開発に向けての討論がなさ

れており、資源循環への取り組みも進められている（本報告 2.4,2.5 等） 

 

 

3) 廃物管理について国家計画があり、ハノイ市において廃棄物管理の中長期

計画があること。 

→先方において中長期計画策定済みであり、また、そのための予算措置、

人員配置が実施されている。（本報告第３章、第５章等） 

 

4) 最終処分場について、環境影響評価が適切で、安全性が十分確保されてい

ること。 

→最終処分場における環境アセスメントについては JICA プレ F/S 及びハ

ノイ市による環境影響評価が実施されている。（本報告 5.1.6 等） 

 

 

5) 中継基地や最終処分場の用地買収が完了していること。 

→最終処分場は用地買収が完了しており、移転交渉も完了していることが確

認された。しかし、中継基地については、今後、用地買収が実施されること

となっている。（本報告第５章参照） 
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6) 資源化活動の一環として、スカベンジャーを圧迫しないこと 

→現状では、スカベンジャーとの関係は良好である。将来計画における具体

的なスカベンジャー対策を確認する必要がある。（本報告 5.9 等） 

 

7) 協力終了後も、最終処分場などに対して、定期的な環境モニタリングを実

施すること。 

→先方は、今後、環境モニタリングを継続して行うこととしている。（本報

告 5.1.6 等） 

 

8) 協力終了後も、組織的、財務的に十分運営でき、技術的にも対応できること。 

→先方の予算措置、人員配置等については実施済みである。浸出水対策に関

しては調査が必要である。（本報告第３章等） 

 

7.1.2 環境への対策 

本件は、無償資金協力の実施のために必要な調査を行おうとするものである。し

たがって、上記の 4)、7)で示してように環境に対する配慮は重要である。 

本件はハノイ URENCO のゴミ収集・運搬能力の向上により、ハノイ市中心部に

おける道路、河川、湖、排水路等の環境を改善する他、ハノイ市中心部の美観を保

つことを目標としている。しかし一方では、新しいゴミ運搬車両の運用及び中継基

地の供用により、同中継基地の周辺地域、及び最終処分場へのアクセス道路の沿道

では自然環境が悪化することも予想できる。これを含めて、ハノイ市廃棄物管理事

業に関する環境課題としては、特に次の事項について配慮が必要である。 

 

1) ナムソン最終処分場に係る環境モニタリング調査の実施 

第５章で述べたように、ナムソン最終処分場の整備にかかる環境影響調査(EIA)

は、JICA 開発調査にかかる「ナムソン最終処分場第２期整備計画」のプレ F/S、及

び、ハノイ市による「ナムソン廃棄物管理コンプレックス整備計画」の F/S で実施

された。両 EIA はどちらも、同所分譲の敷地内及びその周辺地域において、環境モ

ニタリングの実施必要性とその内容について記述している。しかし今回の現地調査

では、この環境モニタリングが十分実施されていないことが確認された。URENCO

担当者の説明によると、同処分場の周辺地域で大気質、水質の測定を外部機関への

委託により定期的に実施しているものの、その千人担当者がまだ確定されておらず、

また、モニタリングに必要な機材・施設も、モニタリング結果の管理体制もまだ整

備されていないという。 

ハノイ市は本件で、ゴミ収集運搬用車両・機材の他に、最終処分場及び中継基地

に係る環境モニタリング調査の実施に必要な機材一式の供与を要請している。今後

派遣されるＢ／Ｄ調査団は、その要請内容を確認するとともに、ハノイ市(DOSTE、

URENCO)の環境モニタリング実施計画およびその実施体制、能力についても確認
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する必要がある。 

 

2) ナムソン最終処分場の周辺地域の水質環境、悪臭問題等 

地下水や河川水の汚染及び悪臭は、ナムソン最終処分場の周辺地域に住む住民が

最も懸念している２大事項である。 

ナムソン最終処分場の周辺地域の水質を悪化させる要因は、①最終処分場からの

浸出水が外部に流出すること、及び②スカベンジャーが最終処分場周辺河川で、拾

った有価物を水洗すること、とされている。 

①については、今回の現地調査で、ナムソン最終処分場で建設した浸出水処理施

設の稼働が中止されていること、この浸出水処理技術に関してハノイ市担当者は現

在でも十分に掌握していないことが確認された。このため、雨水と混ざったこの浸

出水はセクション３に貯留されており、大雨が発生する時期ではこの汚染水が堤防

を越えて周辺の水田に流出する危険性がある。このため、ハノイ市は、その一時対

策として、セクション２の南地区に暫定浸出水処理施設を建設しているが、この浸

出水対策に関する問題はこれで根本的に改善されるわけではない。 

ナムソン最終処分場の浸出水処理施設を含め、同最終処分場の整備事業等は先方

政府負担としており、同問題についてはこれ以上の調査・提言は行わないが、今後、

本件の援助効果を考えると、ナムソン最終処分場の浸出水処理状況、及び処分場周

辺地域の水質汚染状況を監視する必要がある。Ｂ／Ｄ調査においては、ハノイ市が

浸出水を適正に処理し、環境モニタリングを確実に実施することを確認する必要が

ある。また、現在建設中の暫定浸出水処理施設が近日中に稼働するが、Ｂ／Ｄ調査

を実施する期間中にこの施設の稼働状況が確認できるものと考えている。この施設

も有効に稼働できない場合には、ヴィエトナム側の現在の技術レベルでは廃棄物処

分場の適切な処理が困難と見ることとなる。この場合で、ハノイ市より浸出水処理

に関連する技術協力要請があった場合の対応について予め対多う方策を検討してお

く必要があると考えられる。 

 

一方、②については、スカベンジャーの有価物水洗行為によるナムソン最終処分

場周辺河川水質の悪化を防ぐため、URENCO は同処分場の近辺にある土地にスカ

ベンジャー専用水洗場建設を計画している。これは最終処分場周辺の環境保全に寄

与するだけでなくスカベンジャーの健康、衛生環境の改善にも寄与するため、同計

画を早期に実現することは必要と考えられる。 

 

3) ゴミ運搬車両が通行する道路の周辺地域の騒音、交通事故等 

ハノイ URENCO は、現在、主に老朽化した車両でゴミを運搬している。このた

め、ハノイ市の多くの沿道地域は、ゴミ運搬車両による騒音や排気ガス等の影響を

受けている。今後、新運搬車両が供与され、また中継基地が建設され有効に稼働す

るとなると、中継基地周辺及び中継基地とナムソン最終処分場との連絡道路の周辺
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地域はゴミ運搬車両の影響を集中的に受けることとなる。 

ハノイ市の各市街区から中継基地までのゴミ第一次運搬に利用される道路沿い地

域では、新車両の導入により、騒音や大気汚染の影響が多少低減出来ると想定され

る。しかし、中継基地からナムソン最終処分場までのアクセス道路では、大型車両

が通行するとなるため、これら道路の沿道地域に住む住民に対する騒音、大気汚染

等の影響低減対策を講じる必要がある。 

中継基地からナムソン最終処分場までのゴミ運搬により発生するマイナス影響や

交通事故等を低減するためには、ハノイ市が Noi Bai 国際空港の北にある地方道

（131 号道路）及び 35 号道路の拡幅計画を早期実施すべきと考えられる。特に、ナ

ムソン最終処分場の南端から 35 号道路に繋ぐアクセス道路（延長約 2.5ｋｍ）の建

設計画が以前から進められてきたが、これを最終処分場第 2期の運用開始時期に合

わせて早期に実施すべきと考えられる。 

 

4) 計画中のドンガク中継基地に係る環境対策、社会配慮 

今回の要請は中継基地があるという前提のもとに計画されたものであり、本件の

実施にあたっては中継基地の用地収用等、整備にかかる先方の確約が取れているこ

とが必要条件である。 

ここで、ハノイ市はドンガク地区でゴミ運搬の中継基地の建設計画を進めている

が、これはハノイ市民にとって前例のない施設であるため、用地収用に係る住民合

意が得られるまでは苦難が多いと予想される。ナムソン最終処分場に係る用地収用

プロセスで住民反対運動が起きたが、これを経験にし、補償金額に関しては早期に

明確に規定する他、補償金の支払いを速やかに実施する必要がある。 

また、ハノイ市は、中継基地の周辺地域及び同基地へのアクセス道路周辺地域に

おいて、悪臭や騒音、大気汚染等の低減対策を十分に検討し確実に実施すべきであ

る。 

B/D 調査では、この環境対策の内容や実施体制、実施状況について確認する必要

がある。特に、同中継基地の建設・運営に関る環境モニタリング計画が十分に検討

され、またその実施体制が確実に準備されているかどうか確認すべきである。 

 

7.1.3 スカベンジャーへの対策 

URENCO の資料によると、ナムソン最終処分では約 200 人のスカベンジャーが

活動している。また、ハノイ市内では、ゴミの排出源から収集・運搬の過程で有価

物（金属、紙類、プラスチック等）を収集、売買することにより生計を立てている

スカベンジャーは 7000 人以上いると推定されている。 

今回の予備調査では、ハノイ市及びハノイ URENCOが、これらスカベンジャー

に対して一定の配慮をなしていることが確認された。また、ハノイ市における有価

物の回収、再生、再利用システムはこれで比較的に有効に機能していると評価でき

るものである。 
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現地で行ったヒヤリングによると、ハノイ市の周辺農村から多くの者がハノイ市

内に流れ込んで有価物の回収に参加しているため、スカベンジャー一人当たりの収

入が減り続けているという。このため、将来はスカベンジャーの生活がどのように

変化し、現在の有価物回収システムが維持できるかどうか等については、今後更に

調べる必要があろう。しかし、これらスカベンジャーが本プロジェクトの実施によ

りマイナス影響を受けることはないと考えられる。 

 

7.1.4 ソフトコンポーネントや技術協力 

ソフトコンポーネントや技術協力は、今後協力を実施する際には大いに重要とな

る。URENCO は、組織的にも財政的にも SWM を実施するに充分な体制とはいえ

ず改善が望まれる。また、ワークショップの運営・管理に際しても、効率をいかに

上げるかが重要な課題である。 

今回の現地調査において、必要であると感じた項目として、次の点がある。これ

らについては、B/D において、プロジェクト内の技術協力とするのか、独立のソフ

トコンポーネントとするのかを決めなくてはならない。また一方で、長・短期の専

門家の派遣もありうる。 

・ 組織の効率化をどう推進するか 

・ 財政的に自立化をどう進めるか 

・ ゴミ収集効率の向上 

・ 浸出水の処理技術 

・ ワークショップの運営の効率化 

・ ワークショップの技術者の訓練 

 

7.1.5 有償資金協力 

プレ F/S 提言のように、対象とするプロジェクトが大きいと、有償資金も活用し

ながら、プロジェクトを推進することも有効であろうが、本件のように緊急性の高

いプロジェクトの場合、有償資金協力を期待することは有効でない。有償は、タイ

ミングやコンディションの面で一致するのは困難であり、結果として長時間を要す

ることなり、ヴィエトナム側の要請意図にも反することとなる。 

 

7.1.6 他ドナーの協力状況や他の関連施設の状況 

本件調査に関しては、他ドナーとの連携を考慮する必要性があまりないと考えら

れる。現在 URENCO に対して、直接的に関係しているのは、スペインのコンポス

ト事業だけであるが、これも URENCOの意志というより、その上層部で政治的に

決まったようである。また本件を機材無償案件として捉えると、URENCO 側に十

分な受け皿があると思えるので、それだけで案件の当初目的を果たすのに十分であ
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ると考えられる。ただし、以下の点については URENCO の将来の財政状況に影響

を及ぼす可能性があることから、十分調査しておく必要がある。 

 

1) スペインからのソフトローン（利息１％、15 年間）によるコンポスト事業 

 本件は既に契約済みで、現在工事中であり、2002 年には稼動予定である。事業の

概要は、4 百万ドルを借り入れているので、その返済が始まると、これが URENCO

の財務状況に対して、どの程度の影響を与えるかは現在のところ不明である。 

現場の技術者の意見では、以前のコンポストプロジェクトにおいても、その肥料

成分は不十分であり、商品価値をもつためには、必要とされる肥料成分の添加が必

要となる。つまり、コンポスト化するために経費がかかり、更に商品価値を高める

ために、追加的経費が必要となる。 

こうした状況について、URENCO サイドでどのように捉えているか、本件と直

接関係しないので、詳細な調査は行っていないが、URENCO の責任者の意見によ

ると、例え事業が赤字になっても、上層機関の方で対処し、URENCO の財務状況

には大きな悪影響はないであろうとのことであった。 

コンポストの市場性及び URENCO の財政収支計画について、本格調査において

は、ある程度詳しい調査が必要である。 

 

2) 医療廃棄物の処理施設 

 本件は、自己資金によってイタリア製の焼却炉を購入し、処理している。各医療

機関では、危険な廃棄物とそうでない廃棄物に分別し、前者のみ収集してここで焼

却している。これに参加している医療機関は、ハノイ市の公的な 40 病院のうち 34

病院である（約 85％）との説明であった。ただし、分別状況は、そのまま医療機関

に委ねている。URENCO は、財政的には問題はないとの説明であった。 

 

7.2 基本設計調査にあたっての留意事項 

7.2.1 プロジェクトの緊急性 

現在 URENCO が所有する機材は、別表に示すように、大部分が 7年以上の収集

車が多く、焼却年限を考えれば、ゴミの収集能力が急速に低下することが危惧され

る。 

 

7.2.2 プロジェクトの効率性 

プロジェクトの効率性については、本予備調査で明確にすることは出来ない。ヴ

ィエトナム側からの要請は多数にもかかわらず、そのうちどれだけプロジェクトに

取り込めるか不明であるので、効率について明確に示すことができない。 

しかしながら、次の観点からプロジェクトの効率を評価すべきである。この評価
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は、B/D 調査によって供与機材を確定し、それによってより正確な効率の評価をす

べきである。 

・ ゴミ 1 トンを収集する費用 

・ ゴミ 1 トンを運搬する費用 

・ ゴミ 1 トンを処分する費用、など。 

 

7.2.3 長期計画との関連 

ヴィエトナム国では、環境、廃棄物処理に関して、国家計画や理念が存在する（第

9 回共産党党大会を参照）が、これがどのように具体的に、ハノイ市の今後の廃棄

物管理に生かされ、本プロジェクトによって何を実現するかについて、今後明確に

していく必要がある。 

 

7.2.4 基本設計調査において特に確認すべき事項 

基本設計調査において特に確認が必要な事項について以下に記す。 

 

1) 中継基地整備状況の確認 

中継基地については、第５章 5.2.に記したとおり、現在ドンガク中継基地の建設

計画策定のための調査を実施しているところである。このため、予備調査の段階で

は、計画の内容、実施時期について確認することができなかったため、基本設計調

査において、その内容、完成時期を確認しておく必要がある。中継基地計画の内容

の確認に合わせ、中継基地建設にあたって必要な技術的助言を行うこと、また、新

たな中継基地を含めた廃棄物管理計画の策定への助言と、新たな廃棄物管理計画の

中で要請機材の緊急性や優先度の検証を行うことが必要と考えられる。 

 

2) 選定基準の策定 

先方から要請のあった各機材について、その緊急性、必要性を調査し、日本が協

力を行う場合の選定基準を策定することが必要と考えられる。その選定基準をもと

に協力する機材を厳選し、協力を行うことが重要であると考えられる。 

 

3) 対象とするゴミの種類の明確化 

ゴミは大きく分けて、一般廃棄物と産業廃棄物があり、我が国では産業廃棄物に

ついては原因者が特定されることから、原因者負担を原則としている。予備調査に

おいて、ハノイ市においても産業廃棄物については原因者が明確であり、別個に収

集・処分されていることが確認された。今回の B/D 調査においても一般廃棄物のみ

を対象とした基本設計を行うことは可能であり、適当であると考えられる。 
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１．調査団の構成 
 
 
１．総括           大久保 久俊 
                JICA無償資金協力部業務第１課課長代理 
 
２．無償資金協力       野口 久 
                外務省経済協力局無償資金協力課課長補佐 
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  （廃棄物処理システム）   静岡県立大学教授 
 
４．技術参与（廃棄物行政）  藤川 輝昭 
                大阪市環境事業局 

 
５．計画管理         竹内 博史 
               JICA無償資金協力部業務第１課 
 

６．廃棄物処理施設・機材   野田 典宏 
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                   インターナショナル 
 
７．環境／社会意識      南海 泰平 
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２．調査日程  
   官  団  員 コンサルタント団員 

（野田、南海） 

 1 26.JULY THU 本邦発 NH929（大久保､野口､竹内） 
本邦発 SQ973（藤川） 
バンコク発 VN832 

本邦発 NH929（野田、南海） 

 2 
 

27. 
 

FRI 
 

・在ヴィエトナム日本大使館、JICA 
・MPI,HPC,URENCO 

同左 
 

 3 28. SAT  ・ワークショップ、最終処分場調査 同左 

 4 29. SUN  ・団内打合せ 同左 

 5 30. MON  ・URENCO協議 同左 
 6 31. TUE  ・URENCO 協議 

・夜間収集状況調査 
同左 

 7 1.AUG WED  ・URENCO ミニッツ協議 
・JBIC 
本邦発 SQ973, バンコク発 VN832（横田） 

同左 

 8 2. THU  ・URENCO ミニッツ協議 同左 

 9 3. FRI  ・HPC ミニッツ署名 

・在ヴィエトナム日本大使館、JICA 事務

所報告 

同左 
 

10 4. SAT  ・（大久保、横田）市内状況調査 
ハノイ発 VN833（野口､藤川､竹内） 

・市内状況調査 

11 5. SUN ・（横田）最終処分場調査 
ハノイ発 VN217（大久保） 

・最終処分場調査 

12  6. MON  ・URENCO協議 
・ワークショップ調査 

・URENCO協議 
・ワークショップ調査 

13  7. TUE  ハノイ発（横田）VN833 ・ゴミ収集状況調査 

14  8. WED  ・資源回収状況調査 

15  9. THU  ・資源回収状況調査 

16 10. FRI  ・URENCO協議 
17 11. SAT  ・資料整理 
18 12. SUN ・資料整理 

19 13. MON  ・URENCO協議 
・社会意識調査 

20 14. TUE  ・URENCO、VCC協議 
21 15. WED  ・URENCO協議 

22 16. THU  ・資料整理 

23 17. FRI  ・日本大使館、JICA事務所報告 
24   18. SAT  
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番号 資料の名称 形態（図書・ﾋﾞﾃﾞ

ｵ･地図･写真等） 
収集

資料 
専門家作

成資料 
JICA 作

成資料 
テキ

テス 
発行機関 取扱区分 図書館記入欄 

1. 社会・経済統計資料         
1.1 
 

Hanoi Statistical Yearbook, 2000 図書 ＊    Hanoi Statistical 
Office 
 

○JR ・CR(  )･SC 
 

1.2 
 

Communist Party of Vietnam, 9th 
National Congress, Documents 

図書 ＊    The Gioi Publishers 
○JR ・CR(  )･SC  

1.3 
Kinh te Ha Noi truoc them The ky XXI 
(Hanoi economy at the threshold of the 
21th Century)  (越語＆英語) 

図書 ＊    Ban Vat Gia Chinh 
Phu, Tap chi Thi 
truong Gia ca 

○JR ・CR(  )･SC 
 

2. 関係機関の組織・構成         

2.1 VCC Vietnam Consultant Corporation 
for Industrial and Urban Construction 

組織案内（パン
フレット） 

＊    VCC Vietnam 
Consultant 
Corporation for 
Industrial and 
Urban Construction  

○JR ・CR(  )･SC 

 

2.2 廃棄物管理関連法規、労働規制、環境保護
関連法規 

コピー ＊    複数の機関 
○JR ・CR(  )･SC  
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番号 資料の名称 形態（図書・ﾋﾞﾃﾞ

ｵ･地図･写真等） 
収集

資料 
専門家作

成資料 
JICA 作

成資料 
テキ

テス 
発行機関 取扱区分 図書館記入欄 

3. 地図（道路、行政）・地形図         

3.1 地勢図（1/50000） 
Ha Dong 6150 I 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.2 地勢図（1/50000） 
Ha Nam 6150 II 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.3 地勢図（1/50000） 
Kim Boi 6150 III 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.4 地勢図（1/50000） 
Chuong My 6150 IV 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.5 地勢図（1/50000） 
Pho Yen 6151 I 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.6 地勢図（1/50000） 
Ha Noi 6151 II 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.7 地勢図（1/50000） 
Son Tay 6151 III 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.8 地勢図（1/50000） 
Vinh Yen 6151 IV 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.9 地勢図（1/50000） 
Hung Yen 6250 III 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.10 地勢図（1/50000） 
Ke Sat 6250 IV 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.11 地勢図（1/50000） 
Bac Ninh 6251 III 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.12 地勢図（1/50000） 
Bac Giang 6251 IV 

地勢図 ＊    ヴィエトナム国人民
軍地図局 ○JR ・CR(  )･SC  

3.13 ナムソン固形廃棄物管理コンプレックスの
設計平面図（1/2000） 

設計図 ＊    ハノイ市 
○JR ・CR(  )･SC  
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番号 資料の名称 形態（図書・ﾋﾞﾃﾞ

ｵ･地図･写真等） 
収集

資料 
専門家作

成資料 
JICA 作

成資料 
テキ

テス 
発行機関 取扱区分 図書館記入欄 

4. 廃棄物管理関連資料         

4.1 
 

Nghien cuu kha thi Du An Dau Tu Xay 
Dung Khu Lien Hop Xu Ly Chat Thai 
Ran Tai Nam Son-Soc Son- Ha Noi, Giai 
doan den 2020, Tap 2: Thuyet minh 
chung 
(ナムソン総合廃棄物処理区域の F/S 報告
書、第 2 部：全体説明) 
January、2001 （越語） 

コピー ＊    ハノイ市人民委員会 

○JR ・CR(  )･SC 

 

4.2 
 

ナムソン総合廃棄物処理区域の F/S に関す
る環境影響評価報告書（ EIA）の第 2 章（環
境現況）、第 3 章（環境影響評価） 
January、2001 （越語） 

コピー ＊    ハノイ市人民委員会 

○JR ・CR(  )･SC 

 

4.3 Environmental Impact Assessment 
Study of the Nam Son Proposed Sanitary 
Landfill – Phase II  
December 1998 (英語) 

コピー ＊    JICA Study Team 
and VIWASE 

○JR ・CR(  )･SC 

 

5. その他         

5.1 質問に対する回答及び参考資料 コピー     URENCO ○JR ・CR(  )･SC  

 


	第6章 先方からの要請内容
	6.1 要請の背景
	6.2 要請内容
	6.3 有償資金協力、技術協力の要請概要
	6.4 要請内容の確認結果
	6.5 プロジェクトの目標

	第7章 提言
	7.1 提言
	7.1.1 協力にあたって必要な合意事項
	7.1.2 環境への対策
	7.1.3 スカベンジャーへの対策
	7.1.4 ソフトコンポーネントや技術協力
	7.1.5 有償資金協力
	7.1.6 他ドナーの協力状況や他の関連施設の状況

	7.2 基本設計調査にあたっての留意事項
	7.2.1 プロジェクトの緊急性
	7.2.2 プロジェクトの効率性
	7.2.3 長期計画との関連
	7.2.4 基本設計調査において特に確認すべき事項


	収集資料
	ミニッツ
	調査団の構成
	調査日程
	主要面会者リスト
	資料リスト


